
③一過性のイベント開催に対する支援という手法は適切か。レガシーとして残る仕組みとする
べきではないか。

事業についての論点等

   文化庁を中心とした関係府省庁や地方自治体、文化施設、民間団体等の関係者の総力を
結集した大型国家プロジェクトである「日本博」の開催を契機として、各地域が誇る様々な文
化観光資源を年間通じて体系的に創成・展開するとともに、戦略的プロモーションを推進し、
インバウンド需要回復、「文化芸術立国」の基盤強化、文化による「国家ブランディング」の強
化等を図る。

事業の背景・目的等

論　点

①日本博は令和４年５月１２日の第３回「日本博総合推進会議」において、２０２５年大阪・関
西万博まで継続する方針が決まったが、これまでと何をどのように見直すのか。

②本事業は観光財源事業であり、訪日外国人旅行者の増加に繋がる事業とする必要がある
のではないか（これまでの訪日外国人の利用状況等を踏まえ、事業内容の見直し等は必要
ないか）。

事業名 担当部局庁

論点等説明シート

日本博を契機とした観光コンテンツの拡充
(国際観光旅客税財源)

観光庁


